リース契約書
株式会社○○○○（以下「甲」という）と，株式会社○○○○（以下「乙」という）とは，甲乙間のリース契約について，次のとおり契約を締結する。

第１条（契約の目的）
甲は，乙が指定する別紙契約事項一覧（以下，「一覧」という。）記載の売主から，乙が指定する一覧記載の物件（以下，「物件」という。）を買い受けて次条以下の条件で乙にリース（賃貸）することとし，乙はこれを借り受ける。

第２条（リース期間及び更新）
１．甲が乙に本件リース物件をリースする期間（以下「リース期間」という。）は，一覧のとおりとする。
２．本契約は，期間満了の○か月前までに甲又は乙が異議を述べないときは，自動的に○年間更新されるものとし，その後も同様とする。

３．甲及び乙は，本契約に定める場合を除き，リース期間満了前に，本契約を解除することはできない。

４．契約期間の満了後も，乙が甲に本件リース物件の返還を完了するまで，本契約は継続する。

＊契約の更新を考えず，新たな契約とする場合の例
第２条（リース期間）
１．甲が乙に本件リース物件をリースする期間（以下「リース期間」という。）は，別紙契約事項一覧のとおりとする。

２．前条にかかわらず，リース期間満了の○か月前までに乙が甲に通知した場合は，両者の協議により，物件について新たにリース契約を締結することができる。

３．甲及び乙は，本契約に定める場合を除き，リース期間満了前に，本契約を解除することはできない。

４．契約期間の満了後も，乙が甲に本件リース物件の返還を完了するまで，本契約は継続する。

第３条（リース料及び支払条件）
リース料及び支払条件は，一覧記載のとおりする。
＊当初にリース料を数カ月分要求して担保とし，また，連帯保証人を要求する場合の例
第３条（リース料及び支払条件）
１．リース料及び支払条件は，一覧記載のとおりとする。

２．甲は，乙に対し，本契約に基づく一切の債務の履行を担保するため，前払リース料の支払いを求めることができる。その場合，最終の支払リース料及び約定の損害金に充当するものとする。

３．甲は，乙に対し，本契約に基づく債務の履行を担保するため，連帯保証人を求めることができる。

第４条（物件の引渡し及び検収）
１．乙は，一覧記載の場所において，物件の引渡しを受けた後，直ちに物件の品質につき検収を行い，瑕疵がないことを確認し，甲が指定する物件を引渡したことを証する書面を甲に交付する。
２．甲は，物件の引渡しの遅延，物件の瑕疵に基づく乙の損害につき，責任を負わない。
＊使用後すぐには発見できないような欠陥について，一定期間，甲が修繕等の対応をする場合の例
第４条（リース物件の引渡し及び検収）
１．乙は，一覧記載の場所において，物件の引渡しを受けた後，直ちに物件の品質につき検収を行い，瑕疵がないことを確認し，甲が指定する物件を引渡したことを証する書面を甲に交付する。

２．前項の規定にかかわらず，甲は，引渡しから○ヶ月以内の故障等の物件に関する不具合については，甲の負担で修繕等の措置を講じるものとする。ただし，修繕等により乙が物件を使用できなかったことに基づく損害について，甲は責任を負わない。
第５条（物件の使用・保管）
１．乙は，物件を本来の使用方法に基づき，法令に反することなく，善良な管理者として使用し，保管する。

２．乙は，物件の状態を良好に保つため，自己の責任で点検整備を行い，物件が損傷した場合は，その原因にかかわらず，乙の負担で修繕する。
３．乙は，一覧所定の物件の保管場所の変更，物件への改造等により原状を変更しないものとし，変更する場合は事前に甲の書面による承諾をえる。
４．乙は，甲の書面での承諾なき限り，物件を他の動産，不動産に付着させてはならない。
５．乙は，物件の所有権について，甲から物件に明示することを求められたときは，直ちにこれに応じる。

６．乙は，甲の求めにより，本件リース物件の使用及び保管の状況の検査を受けることに協力する。

７．乙が，物件の使用又は保管により第三者に損害を与えた場合は，乙が第三者に損害を賠償するとともに，直ちに甲に書面により通知する。
８．乙は，物件につき，第三者が権利を主張したり，仮処分等の法的処分を受けたときは，直ちに甲に書面により通知し，甲が損害を受けること防止しなければならない。
第６条（譲渡・転貸等の禁止）
１．乙は，物件を他人に譲渡，占有名義の移転又は転貸をすることはできない。

２．乙は，本契約上の権利を第三者に譲渡することはできない。

３．乙は，物件を自己又は他人の債務の担保として提供することはできない。

第７条（必要費・有益費の償還）
乙は，甲に対し，物件の必要費及び有益費の償還を請求することができない。

第８条（滅失，毀損等）
乙は，リース期間中，物件が紛失，盗難等によって滅失又は毀損した場合，リース料総額から既払額を控除した金額を一括して支払い，本契約は終了する。ただし，物件が天変地変，その他不可抗力により滅失又は毀損した場合において，乙が甲にその旨を書面で通知し，甲が当該事情を認めたときはその限りではない。
第９条（解除・解約）
１．甲又は乙は，いずれか一方が本契約に基づく債務の履行を怠った場合，相当期間を定めて催告し，この催告を受けた一方が期限内にその義務を履行しないときは本契約を解除できる。

２．乙の責に帰すべき事由により本契約が解除された場合，乙は甲に対し，リース料総額から既払額を控除した金額を直ちに一括して支払うものとする。

３．次の各号に定める場合は，甲は無催告で本契約を解除することができ，乙は甲に対し，リース料総額から既払額を控除した金額を直ちに一括して支払うものとする。
（１）手形または小切手の不渡りの発生

（２）リース料を○ヶ月以上遅滞したとき

（３）破産，民事再生，会社更生若しくは会社整理等の申立てがなされたとき。
（４）乙が，第三者により，差押，仮差押，仮処分など強制執行又は保全手続の申立てされたとき
（５）事業の廃止，解散決議，行政庁からの業務停止処分，その他乙の業務継続が困難と甲が認める事実があるとき
（６）乙が，本契約の内容につき重大な違反をしたとき

第１０条（損害賠償額の予定）
甲が本契約を解除した場合は，リース料総額から既払額を控除した金額を損害賠償額とする。

第１１条（遅延損害金）
乙が本契約に基づく債務の履行を遅延したときは，甲に対し，年１４．６％の割合による遅延損害金を支払う。

第１２条（物件の返還）
１．乙は，リース期間が満了した場合，物件を原状に回復し，甲に対して引き上げることを求めて返還し，又は甲の求めにより，甲の指定する日時及び場所に返還する。

２．本契約が解除された場合，解除原因が生じた側の当事者の責任で，原状を回復し，返還する。
第１３条（費用負担）
１．乙は，本件契約締結に関する一切の費用を負担する。
２．物件に関する固定資産税は甲が負担する。
第１４条（通知事項）
乙は，その代表者，商号，住所，第９条１号ないし３号に該当する事実その他の重要な事項につき変更が生じた場合は，直ちに書面をもって甲に通知する。
第１５条（協議事項）
本契約に関して疑義が生じた場合，甲及び乙は誠実に協議して解決するものとする。

第１６条（合意管轄）
本契約に関して紛争が生じた場合の合意管轄は甲の本店所在地を管轄する地方裁判所もしくは簡易裁判所とする。

上記契約の成立を証するため，本契約書２通を作成し，署名又は記名押印の上，各自１通を保有する。＊連帯保証人をおく場合は３通作成
令和○○年○○月○○日

貸主（甲）　（住所）○○○○○○○○
株式会社○○○○
代表取締役　○○　○○　㊞
借主（乙）　（住所）○○○○○○○○
株式会社○○○○
代表取締役　○○　○○　㊞
＊連帯保証人をおく場合（個人の場合）
連帯保証人（丙）　（住所）○○○○○○○○

○○　○○　㊞
（　別　紙　）
契約事項一覧
物件

＊できるだけ特定する記載をする。例）商品名，形式，製造番号

売主

＊例）住所，会社名
リース期間

＊例１）令和○○年○○月○○日から令和○○年○○月○○日まで
　例２）受領証明書交付の日から１年間
リース料及び支払条件

＊例）（１）リース料　月○○万円（○ヶ月払）　

（２）支払期日　毎月○○日払

（３）支払始期　令和○○年○○月○○日


 （４）支払方法　振込（口座　○○銀行○○支店　普通口座○○○○○○○）

（５）前払リース料　２か月分

物件の引渡し場所

＊例）乙　○○事業所
使用・保管場所

＊例）引渡し場所に同じ
その他契約条件
受　領　証　明　書

株式会社○○○　御中

令和○○年○○月○○日付，リース契約第４条に基づき，下記リース物件を受領しました。
記

物件の表示　＊別紙記載のとおり，物件を特定して記載する。

・

・

・

以上

令和○○年○○月○○日

株式会社○○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○　㊞

＊代表者の署名押印又は記名押印がベスト。無理であれば，他の責任者の役職名，氏名，押印。

＊その他のアドバイス１　
物件に保険を書ける場合は，７条の後ろあたりに，次のような条項をいれることが考えられます。
　
第　条（保険加入）
１．甲は，甲を保険契約者かつ被保険者とし，リース期間を保険期間とする保険契約を締結する。

２．乙は，保険事故が発生した場合，直ちに甲に書面で通知し，保険金の請求及び受領に必要な行為について甲に協力する。

＊その他のアドバイス２　

第５条２項は，「乙は，物件の状態を良好に保つため，自己の責任で点検整備を行い，物件が損傷した場合は，その原因にかかわらず，乙の負担で修繕する。」と規定していますが，甲が保守点検する契約をしたい場合は，「乙は，物件の状態を良好に保つため，別途定めるとおり，甲に保守点検を委託する。」などと定めてもよいでしょう。

　

令和26年1月 20日

松村総合法務事務所

リース契約に関する注意点
· リース契約のクーリングオフは、リース物件を営業のため、もしくは営業として締結されたものについては適用されません（特定商取引法２６条１項１号）。ただし、零細事業者との契約の場合、契約が仕事との関連性の必要性が極めて低く、事業のために締結したものではないと認められ、クーリングオフが適用された判例があります（名古屋高等裁判所判決令和１９年１１月１９日）

· 途中解約ができない一定のリース契約の場合、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」の適用を受け、政府への届出義務や本人確認の義務が課される場合があるので注意が必要です（詳しくは経済産業省商務情報制作局消費経済企画室までお問い合わせ下さい）。
